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Ⅰ　はじめに
　19 世紀以降、資本主義経済が高度化したことに伴って新たに登場してきた
法現象である「経済法」に関して、その法概念や定義、さらにはその指導原理
など、「経済法とは何か」をめぐって様々な議論がなされてきたが、未だ定説
はない状況であるといわれている 1）。しかし、今日では、そのような概念論争
に深入りするのではなく、経済法とは、従来の近代市民法による経済活動に係
る規律とは異なり、「国家が国民の経済活動を積極的に規制する法制度全体」
を指すものであるとの緩やかな共通理解の下に、個別の経済法令に対する研究
が深められてきた。わが国における経済法学の主たる関心は、戦前は経済統制
法であったが、戦後、経済改革が進められ、経済の民主化を恒久的に実現すべ
1）　「経済法とは何か」をめぐる議論に関しては第 2 次大戦前から今日まで多数の文献
があるが、戦後のものについては、さしあたり今村成和「経済法について」（北大法
学論集 18 巻 2 号、1967 年）1 頁以下、金沢良雄『経済法（新版）』（有斐閣、1980
年）1 頁以下、正田彬『経済法講義』（日本評論社、1999 年）16 頁以下、丹宗暁信・
伊従寛『経済法総論』（青林書院、1999 年）49 頁以下などを参照されたい。
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く独占禁止法が制定されると、同法の研究に力が注がれてきた 2）。さらに、戦
後の経済法学では、独占禁止法と密接な関連のある消費者関係法制や中小企業
関係法制などにも多くの関心が寄せられてきた 3）。
　「国家が国民の経済活動を積極的に規制する法制度全体」であると捉えられ
る経済法は、多様な法制度から構成されており、法目的や目的実現のための手
法も多様である。しかし、今日では、独占禁止法が経済法の中心に位置づけら
れていることから、個別の法制度が独占禁止法とどのような位置関係に立つの
かが主要な関心事となっている。すなわち、独占禁止法では「公正且つ自由な
競争の促進」という手段を通じて「一般消費者の利益確保」と「国民経済の民
主的で健全な発達の促進」を図ることをその目的に掲げているが、他の経済法
制において定められている目的やその実現方法を独占禁止法の定める目的・実
現方法との関係でどのように理解すべきかが問われているわけである。
　筆者は、これまでの研究において、消費者関係法制や中小企業関係法制が独
占禁止法とどのような位置関係にあるのかに焦点を合わせて、検討を進めてき
た 4）。本稿では、法の担い手という観点から、独占禁止法と消費者関係法制・
中小企業関係法制との関係について、改めて考えてみることにしたい。もちろ
ん、経済政策立法である経済法の担い手は、政策立案から法の執行に至る各過
程において、法制度ごとに大きく異なっており、これらをすべてここで詳細に
検討することは不可能である。以下では、独占禁止法によって自らの利益確保
2）　戦前の経済法学会については、平林英勝「戦前・戦中期における経済（統制）法
学の興亡」（『経済法の現代的課題（舟田古稀記念論文集）』（有斐閣、2017 年）所収）
1 頁以下を参照。
3）　戦後、再編された経済法学会では、毎年度開催されている大会のシンポジュウム
において、独占禁止法を中心としたテーマを設定してきたが、消費者関係法制や中
小企業関係法制に関連したテーマも取り上げてられている。
4）　私の主たる問題関心は、研究を始めた当初から独占禁止法と消費者関係法制や中
小企業関係法制との関係にあり、独占禁止法そのものの研究と並行して、消費者関
係法制や中小企業関係法制の研究も進めてきた。その研究成果の一部は、深津健二
『現代経済法と消費者参加』（法研出版、1994 年）、同『競争法と規制改革』（信山社、
2003 年）などで公表してきた。
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が図られる消費者と中小企業が、独占禁止法、消費者関係法制及び中小企業関
係法制において、法の担い手としてどのような役割を果たすことが可能なのか
を考察することにしたい。
Ⅱ　独占禁止法の担い手
1　序説
　独占禁止法の担い手には、行政機関（主に法運用に携わる公正取引委員会）、
立法機関（国会）、司法機関（裁判所）、法律実務家、独占禁止法の研究者、独
占禁止法の運用に関して利害関係を有する者（消費者や事業者）など、様々な
主体が考えられる。行政機関としての公正取引委員会は、独占禁止法の運用機
関として設けられた独立行政委員会であり、他の行政機関とは異なり、行政権
限に加えて、「準立法的権限」や「準司法的権限」も認められており、独占禁
止法の第 1 の担い手といえよう。もちろん、独占禁止法に関しても、立法権限
及び司法権限は国会と裁判所に属するものであり、これら機関が法の担い手で
あることは疑いない。これまで、公正取引委員会による行政措置の発動が司法
審査と同様の慎重な手続により行われてきたことから、その第一審的地位を与
えられてきたが、近年の法改正によって司法審査の機会が増加する可能性が拡
大しており、法の担い手としての裁判所及び法律実務家の役割は大きくなって
いる。また、独占禁止法の研究に携わる者も、その研究成果の公表や政策立案
から法運用までの各過程における一定の貢献により、法の担い手としての役割
を果たしてきた 5）。
5）　これまで、独占禁止法の研究者も、法の担い手として一定の役割を果たしてきた
といえよう。法の担い手の 1 人として、「法学者」が「法学知の需要者・供給者が出
会う空間」としての大学において果たすべき役割について検討するものとして、大
村敦志「法の変動とその担い手－大学の役割を中心として」（『岩波講座　現代法の
動態（5）－法の変動の担い手』（岩波書店、2015 年）所収）3 頁以下を参照された
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　一方、独占禁止法の運用に関する利害関係者のうち、規制対象である事業者
及び事業者団体は、法を遵守し、法実現に貢献することにより法の担い手とな
る。さらに、法実現が図られることによりその利益を享受し得る消費者及び事
業者も独占禁止法の重要な担い手といえよう。独占禁止法は「公正且つ自由な
競争の促進」により「一般消費者の利益確保」を図ることを目的とする法律で
あるから、消費者は自らの利益を確保するために、法の担い手として一定の役
割を果たす必要がある。また、規制対象であるとともに、「公正で自由な競争
秩序が維持された中で事業活動を展開し得る」という利益を享受する事業者、
なかでも中小企業は、法の担い手の 1 人として、これまで積極的な法運用を求
めてきた。
　以下では、独占禁止法のこれらの担い手のうち、第 1 の担い手である公正取
引委員会、司法審査の拡大によりその役割が大きくなることが予想される司法
機関と法律実務家、利害関係者のうち消費者と中小企業について、これらの各
主体が、法の担い手として、法制度上どのように位置づけられているのかを見
てみよう。
2　法の担い手としての公正取引委員会と司法審査
　独占禁止法の目的は、私的独占、不当な取引制限、不公正な取引方法などの
競争制限行為や競争阻害行為を禁止することにより、「公正且つ自由な競争の
促進」という直接目的を実現し、最終的には「一般消費者の利益確保」と「国
民経済の民主的で健全な発達の促進」という究極目的を達成することにある
（1 条）。そして、同法は、この目的を達成するための法の運用機関として公正
取引委員会を設置している（27 条）。公正取引委員会は、「年齢が 35 年以上で、
法律又は経済に関する学識経験のある者」の中から内閣総理大臣により任命さ
れた委員長及び 4 名の委員から組織されている（29 条）。委員会には職権の独
い。
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立性が認められるとともに（28 条）、委員長及び委員の身分保障がなされてお
り（30 条）、委員会の意思決定に関しては合議制が採用されている（34 条）。
独占禁止法に関する権限は、政策立案から法運用に至るまで、公正取引委員会
にほぼ集中しており、従来「公取委中心主義」と呼ばれてきた 6）。したがって、
独占禁止法の第 1 の担い手は、公正取引委員会という行政機関であるといえよ
う。
　法運用面における「公取委中心主義」の具体的仕組みは、違反行為に対する
行政措置の発動が専ら公正取引委員会に委ねられているだけではなく、刑事罰
則の適用に当たっても公正取引委員会の告発が要件とされている（専属告発制
度）ほか、違反行為の被害者が採り得る民事上の主張のうち、無過失損害賠償
請求についても、行政措置が発動され、これが確定していることが必要とされ
ている（行政措置前置制度 7））など、法実現を図るうえで用意されている行政・
刑事・民事の各手段の何れにおいても、公正取引委員会の役割が重要な位置を
占めている。公正取引委員会は、独立行政委員会として独占禁止法運用の専門
機関として設置されたものであり、行政権限に加えて、「準立法的権限」（包括
的立法委任）や「準司法的権限」（実質的証拠法則）が与えられ、一般の行政
機関とは異なる位置づけがなされてきた 8）。具体的には、公正取引委員会の事
6）　今村成和ほか編『注解経済法（上巻）』（青林書院、1985 年）668 頁（佐藤繁執筆）。
なお、「公取委中心主義」の問題点については、深津・前掲注（4）『現代経済法と消
費者参加』33―35 頁を参照。
7）　損害賠償請求のうち、独占禁止法 25 条に基づく無過失損害賠償請求を行う前提条
件として、審決による行政措置が確定していることが必要とされていたため、「審決
前置制度」と呼ばれてきたが、2005 年の法改正により、排除措置命令（課徴金納付
命令のみの場合は、同命令）が確定していることと改められたため、「排除措置命令
前置制度」とも呼ばれているが、本稿では「行政措置前置制度」とする。
8）　公正取引委員会は、行政機関であるが、職権の独立性が認められた独立行政委員
会であり、行政権限に加えて、「準立法的権限」（包括的な立法委任）と「準司法的
権限」（実質的証拠法則）も認められてきた。このような公正取引委員会の組織や権
限に対して、かつては憲法で定める三権分立に反するとの主張も行われてきたが、
包括的立法委任が憲法違反であるとの主張に関しては第 1 次粉ミルク（和光堂）事
件判決（最判昭 50・7・10 民集 29 巻 6 号 888 頁）において、また実質的証拠法則
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案処理手続は、法運用に対する司法審査において第一審的地位を付与され、行
政措置発動が証拠に基づく事実認定により司法審査類似の手続の下で行われる
ほか、行政措置に対して不服がある場合、抗告訴訟を提起する裁判所が東京高
裁とされ（旧 85 条）、また行政措置発動に対する公正取引委員会の判断が実
質的証拠に基づくものである場合には、裁判所の判断を拘束することとなって
いた（旧 80 条、実質的証拠法則）。しかし、2005 年と 2013 年の法改正により、
公正取引委員会の位置づけは従来とはかなり異なった様相を示すようになって
いる。
　2005 年改正 9）では、行政措置の発動に関する手続ついて、最初の大きな変更
が行われている。同年の法改正は、課徴金減免制度と犯則調査制度を新たに導
入したほか、行政処分を行う際の手続についても、従来の審判手続を経たうえ
で行政処分を行うという制度から、まず事前手続を経て行政処分を行い、行政
処分に不服のある場合に審判手続を行うという制度に改められた。独占禁止法
違反行為に対する行政措置には排除措置命令と課徴金納付命令があり、従来の
手続では、排除措置命令に関して、争訟手続の形式を採用した審判手続を経て、
審決による行政処分が行われることになっていた。なお、排除措置命令に関し
ては、審判手続を経た審決（審判審決）を基本としながらも、違反行為者が公
正取引委員会の勧告を受け入れた場合に審判手続を省略して行われる勧告審決
（旧 48 条 4 項）と審判開始後に被審人の申し出に基づく同意審決（旧 53 条の
3）が認められており、実際の排除措置命令のほとんどは審判手続を省略した
勧告審決が占めていた 10）。そして、もう 1 つの重要な行政措置である課徴金納
が違憲であるとの主張に関しては日本出版協会事件判決（東京高判昭 28・8・29 審
決集 5 巻 88 頁）において、それぞれ退けられている。
9）　独占禁止法の 2005 年改正については、諏訪園貞明編『平成 17 年改正独占禁止法』
（商事法務、2005 年）を参照。
10）　審判手続を経た審決（審判審決）と比較して、審判手続を省略した勧告審決や審
判手続開始後になされた同意審決は審判手続を終了していない審決という点で共通
しており、審決書に記載された違反事実に対する評価は、実質的証拠法則の適用を
はじめとして、審判審決において認定された事実よりも低い評価がなされてきた
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付命令は、排除措置命令の審判手続が開始された場合には、審判手続が終了し
た後でなければ命ずることができないとされていた（旧 48 条の 2 第 1 項）。
2005 年改正は、事案処理の効率化と適正手続の確保の観点から、勧告制度を
廃止したうえで、事前手続を経て排除措置命令を行うとともに、命令に不服が
ある場合に審判手続を開始し、さらに課徴金納付命令は排除措置命令と同時期
に行うことができるものとした。
　さらに、2013 年改正 11）は、行政措置の発動に関する手続の大きな変更を行い、
公正取引委員会の司法審査における位置づけも大きな変化が生まれている。す
なわち、公正取引委員会の司法審査における第一審的地位が見直され、その機
能が地方裁判所に移行されるという大改革であり、この改正をめぐっては、多
くの議論を呼んできた 12）。改正の内容は、公正取引委員会による行政処分にお
ける審判制度を廃止するとともに、行政処分の抗告訴訟についての第一審裁判
権を東京高裁から東京地裁へ移行するというものである。そして、公正取引委
員会の審判制度が廃止され、第一審的機能が東京地裁に移されたことに伴って、
実質的証拠法則も削除され、一般の行政処分に対する司法審査と同じ制度に改
められた。したがって、独占禁止法の運用における「公取委中心主義」が意味
するところも次第に変化しており、公正取引委員会が独占禁止法の第 1 の担い
手である点に変わりはないものの、今後は他の担い手がその新たな役割を演じ
ていく領域が広がっているといえよう。
（石油カルテル審決取消請求事件（最判昭 53・4・4 民集 32 巻 3 号 515 頁）におい
ては、勧告審決に実質的証拠法則の適用はなく、違反行為の存在を確定するもので
はないとされた）。そして、行政措置のほとんどは勧告審決により発動されてきたこ
とから、かかる審決が確定したことを前提とする独占禁止法上の損害賠償請求は制
度的にはほとんど機能しなかった。
11）　独占禁止法の 2013 年改正については、岩成博夫ほか『逐条解説平成 25 年改正
独占禁止法』（商事法務、2015 年）を参照。
12）　審判制度の廃止をめぐっては、日本経済法学会の 2010 年度大会のシンポジウム
のテーマとして取り上げられたほか（日本経済法学会年報 31 号）、経済法研究者有
志による廃止反対の意見書が公表された（「独占禁止法等の改正案に対する意見書」
（法律時報 80 巻 4 号、2008 年）94 頁以下）。
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　法の担い手といった場合、伝統的には法律実務家が考えられるが、独占禁止
法については、上述のように、法運用の専門的行政機関として公正取引委員会
が設置され、政策立案から法運用に至るまでその権限が集中し、第 1 の法の担
い手として重要な役割を演じてきた。しかし、法律実務家も独占禁止法の担い
手であり、近年の違反行為に対する制裁強化や行政措置の発動に関する手続の
変更に伴う法改正により司法審査の機会も拡大し、法律実務家の果たすべき役
割はいっそう重要なものになっていくと考えられる。従来の制度においても、
公正取引委員会の行政措置の発動に対して、その対象である事業者側から司法
審査を求めて、抗告訴訟を提起し得る仕組みは用意されていた。ただし、従来
の審判手続を経たうえで行政処分を行うという制度の下では、審判手続を経た
公正取引委員会の判断には司法審査の第一審的位置づけがなされていたこと、
また行政措置が発動された事案のほとんどが審判手続を省略した勧告審決によ
り処理されていたこと、さらには法的な行政措置ではない「警告」や「注意」
といった行政指導による事案処理が多用されていたことなどには注意する必要
がある 13）。
　独占禁止法違反行為に対しては、行政措置だけではなく、刑事罰則が定めら
れるとともに、被害者は独占禁止法違反を理由とする一定の民事的主張も可能
である。しかし、1990 年の日米構造問題協議において独占禁止法の運用厳格
化と執行力強化の合意がなされる以前は、刑事罰則の適用は石油カルテル事件
を除いて 1 件もなく、民事上の主張では同事件における消費者による損害賠償
訴訟が注目されたものの、刑事手段と同様に、民事手段の活用も低調であった。
1990 年の合意以降、刑事手段を活用する動きが見られるようになるが、それ
でも 27 年間で 16 件、およそ 2 年で 1 件強という状況である 14）。一方、民事手
段については、事業者が、競争事業者や取引先事業者を相手として、独占禁止
13）　このような運用の実態とその問題点について、深津・前掲注（4）『現代経済法と
消費者参加』48―50 頁を参照。
14）　1990 年以降、公正取引委員会が刑事告発した件数は 16 件であり、年度別の告発
件数は次の表のとおりである。
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法違反を理由に損害賠償請求や差止請求、取引上の地位の確認・商品の引渡し
請求などの訴訟を提起する事案が増えているようである 15）。そして、行政措置
の発動に関する手続の変更に伴って、行政手段に対する司法審査も拡大する可
能性は大きい。とりわけ、近年の法改正における課徴金対象行為の拡大や課徴
金減免制度の導入などにより、課徴金制度の積極的な活用が図られており 16）、
行政措置発動の対象者からはその取消しを求めて司法審査へ移行する事例は、
今後さらに増加していくものと考えられる。
　独占禁止法の運用において、法律実務家が重要な役割を演ずるのは、違反行
為に対する行政措置の発動に対する司法審査や刑事罰則の適用、違反行為に対
する民事訴訟などだけではない。法律実務家のうち、とりわけ弁護士は、独占
禁止法違反に対する法の執行力強化が図られて以降、事業者が独占禁止法違反
を回避するための体制を整えるに当たって、重要な役割を演じていくことが期
待されている。法実現を図るためには、法の運用を厳格にする必要があること
は当然であるが、規制対象である事業者の法令順守への取組みも重要となる。
年度 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03
件数 0 1 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 1
年度 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16
件数 0 2 2 1 1 0 0 0 1 1 0 1 0
15）　独占禁止法違反を理由とする私訴には損害賠償請求と差止請求があるが、25 条
による損害賠償請求訴訟については、年次報告書及び審決集に収録されているもの
を見ると、1990 年の日米合意以前に提起されたものは 10 件に満たず、何れも請求
が棄却されている。これに対して、独占禁止法の運用と執行力が強化された 1990 年
以降では 20 件を超える訴訟が提起されており、判決により請求が認容されたものも
少なくない。また、2000 年に差止請求制度が導入されたが、24 条に基づいて提起
された差止請求はすでに 60 件以上に上っている。民法 709 条に基づく損害賠償請
求訴訟も含めて、独占禁止法違反行為に対する私訴の活用は、1990 年を境として大
きな変化が見られる。
16）　課徴金減免制度の導入により、制度導入当初の想定を超えて、これを利用する事
業者が多く、制度として定着してきている。制度導入以降の利用状況に関しては、
泉水文雄「課徴金減免制度 10 年の評価と課題」（公正取引 787 号、2016 年）10 頁
以下を参照。
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かつて、「弾力的な法運用」が行われてきた時代には、事業者の法令順守の意
識は極めて希薄なものであった 17）。1990 年の日米合意以降、法運用の厳格化に
並行して、事業者の法令順守へ向けた取組みが進められた。公正取引委員会は、
1991 年の流通・取引慣行ガイドラインの公表に併せて、事業者側に「独占禁
止法を遵守するためのマニュアルの作成等社内体制を整備すること」を求める
「声明」を出し、コンプライアンス・プログラムの作成を促した 18）。事業者によ
るコンプライアンス・プログラムの作成に当たって、内部の法務担当者ととも
に独占禁止法に詳しい弁護士が主導的役割を果たしたり、プログラムに基づく
研修が弁護士事務所に委託されたりするなど、独占禁止法遵守の取組みにおけ
る法律実務家の役割には大きなものがある。
3　独占禁止法の担い手としての消費者
　次に、独占禁止法の担い手としての消費者についてであるが、かつて、最高
裁は、法運用における消費者の役割は極めて限定的なものにとどまる旨を明ら
かにした。公正取引委員会が行った行政処分が消費者利益に反するものであっ
た場合に、消費者にその取消しを求める原告適格が認められるどうかが争われ
た主婦連ジュース事件 19）において、最高裁は消費者側の主張を退けている。そ
17）　公正取引委員会による独占禁止法の「弾力的な運用」が行われるに至った原因と
その背景、企業側の独占禁止法に対する意識については、御園生等『公正取引委員
会－揺らぐ独禁法の番人』（日本経済新聞社、1968 年）、同『日本の独占禁止政策と
産業組織』（河出書房新社、1987 年）を参照。
18）　公正取引委員会「『流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針』（ガイドライ
ン）の公表に当たって（声明）」（公正取引委員会事務局編『独占禁止法の抑止力強
化と透明性の確保（独占禁止法懇話会資料集 X Ⅲ）』（大蔵省印刷局、1992 年）所
収）222 頁。
19）　主婦連ジュース事件は、消費者団体である主婦連とその代表者が、独占禁止法の
補助立法である景品表示法に基づいて公正取引委員会が行ったジュースの表示に関
する公正競争規約の認可処分が消費者の利益に反するものであるとして、公正取引
委員会に対して不服申立を行ったものである。公正取引委員会が審判手続を経た審
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の理由には、独占禁止法の目的が「公正且つ自由な競争の促進」という「公
益」にあること、目的規定に掲げられる「一般消費者の利益確保」は「公益保
護の一環として」のものであり、「国民を消費者としての側面からとえたもの
というべき」であること、したがって「公益の保護を通じ国民一般が共通して
もつにいたる抽象的、平均的、一般的な利益、換言すれば、同法の規定の目的
である公益の保護の結果として生ずる反射的な利益ないし事実上の利益であっ
て、本来私人等権利主体の個人的な利益を保護することを目的とする法規によ
り保障される法律上保護された利益とはいえない」ことが挙げられている。し
かし、同判決に関しては、独占禁止法の目的規定の理解そのものに問題がある
ことや、目的規定に掲げられる「一般消費者の利益」が、「個々の消費者の具
体的な利益」ではなく、「国民一般の抽象的な利益」にすり替えられてしまっ
ていることなどに対して厳しい批判がなされた 20）。その後、最高裁は、目的規
定に関しては、石油カルテル刑事事件 21）において、「公正且つ自由な競争の促
進」を手段として、「一般消費者の利益確保」を図ることであるとの規定に即
した解釈に修正したものの、消費者の役割を限定的に捉える方向性に変化は現
決（公取委審判審決昭 48・3・14 審決集 19 巻 159 頁）によりこの申立てを却下し
たため、審決取消訴訟が提起されたが、東京高裁もこれを却下する判決（東京高判
昭 49・7・19 審決集 21 巻 353 頁）を下し、最高裁に上告されたものである。
20）　本判決（最判昭 53・3・14 民集 32 巻 2 号 211 頁）に対する評釈は極めて多数に
上る。これらを網羅したものとして、谷原修身『独占禁止法と消費者訴訟』（中央経
済社、1983 年）205 － 206 頁がある。
21）　石油カルテル刑事事件最高裁判決（最判昭 59・2・24 刑集 38 巻 4 号 1287 頁）は、
独占禁止法が「直接には『公正且つ自由な競争を促進する』こと、すなわち自由競
争秩序を維持すること（独占禁止政策）を目的とし、独占禁止政策の実現は、それ
が『一般消費者の利益を確保する』と同時に『国民経済の民主的で健全な発達を促
進すること』になるとの理解の下にこれを窮極の目的としているものと解される」
とした東京高裁判決（東京高判昭 55・9・26 高刑集 33 巻 5 号 359 頁）を引用して、
同様の判断を示した。本判決についての評釈についても極めて多数に上るが、さし
あたり根岸哲『独占禁止法の基本問題』（有斐閣、1990 年）53 頁以下を参照された
い。
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れていない 22）。
　独占禁止法において、目的規定に「一般消費者の利益確保」が謳われている
以外には、消費者に関する特別の規定は見られない。そこで、消費者が独占禁
止法の担い手としてその運用に何らかの形で関与していくとなれば、行政手段
に関しては公正取引委員会に対して積極的かつ適正な法運用を促すこと、また
民事手段に関しては違反行為の被害者として訴訟を提起することなどを通じて
一定の役割を果たすことが考えられる。消費者が公正取引委員会に対して積極
的かつ適正な法運用を促すことのできる局面としては、独占禁止法 45 条に基
づく違反行為の申告がある。同条 1 項は、「何人も、この法律の規定に違反す
る事実があると思料するときは、公正取引委員会に対し、その事実を報告し、
適当な措置をとるべきことを求めることができる」こと、2 項では、「前項に
規定する報告があつたときは、公正取引委員会は、事件について必要な調査を
しなければならない」ことを規定している。消費者はもちろん、一般市民の全
てが違反行為の申告をすることができ、申告がなされた場合には、公正取引委
員会には調査する義務が定められているのである。さらに、同条 3 項では、
「第 1 項の規定による報告が、公正取引委員会規則で定めるところにより、書
面で具体的な事実を摘示してされた場合において、当該報告に係る事件につい
て、適当な措置をとり、又は措置をとらないこととしたときは、公正取引委員
会は、速やかに、その旨を当該報告をした者に通知しなければならない」とも
規定し、書面での具体的事実を摘示した申告者に対する調査結果の通知義務も
課している。
22）　例えば、独占禁止法上の請求ではなく、公共企業規制に関する事案であるが、私
鉄が行った特急料金の値上げ申請を行政庁が違法に認可したとして、沿線住民が認
可処分の取消しを求めた近鉄特急料金事件では、第一審判決（大阪地判昭 57・2・
19 判時 1035 号 29 頁）では原告適格が認められたものの、控訴審判決（大阪高判昭
59・10・30 判時 1145 号 33 頁）及び上告審判決（最判平元・4・13 判時 1313 号
121 頁）では何れも原告適格が否定されている。なお、公共企業規制における利用
者の原告適格をめぐる議論に関しては、根岸哲『規制産業の経済法研究Ⅱ』（成文堂、
1986 年）33 頁以下を参照。
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　しかし、これらの規定を活用して積極的かつ適正な法運用を促したとしても、
公正取引委員会がこれに応じない場合、消費者はどのような対応がとれるので
あろうか。この点に関しては、45 条が公正取引委員会への「措置請求権」を
認めたものであるかどうかをめぐって、学説上議論が分かれてきた。申告者が
違反行為の被害者でない場合は、学説は何れも「措置請求権」を否定している
が、申告者が違反行為の被害者である場合には、肯定説と否定説に分かれてい
る 23）。被害者としての申告者に限って「措置請求権」を認める立場からは、25
条に基づく損害賠償請求が行政措置前置制度を採っていることから、不問処分
により無過失損害賠償請求権が侵害されることになる点が指摘される 24）。これ
に対して、否定説の立場からは、独占禁止法の事件処理について「職権主義」
が採られていること、申告者の資格要件が何ら限定されていないこと、申告者
が行政措置の発動手続に関与する当然の地位にはないことなどがその理由とし
て挙げられている 25）。判例では、公正取引委員会の不問処分に対して、申告者
が訴訟を提起したものが 6 件あるものの、何れも請求は棄却されており、「措
置請求権」を認めたものはない 26）。
23）　「措置請求権」をめぐる学説上の議論に関しては、深津・前掲注（4）『現代経済
法と消費者参加』57 頁を参照されたい。
24）　申告者が被害者である場合に限って「措置請求権」を認める見解の代表的なもの
として、正田彬『全訂独占禁止法Ⅱ』（日本評論社、1981 年）477 頁以下、根岸哲
「独禁法 45 条 1 項に基づく措置請求を不問に付する旨の公正取引委員会の決定と抗
告訴訟」（民商法雑誌 69 巻 2 号、1977 年）126 頁以下などがある。
25）　申告者が被害者である場合であっても「措置請求権」を止めない見解の代表的な
ものとしては、今村成和『私的独占禁止法の研究⑶』（有斐閣、1969 年）、来生新
「不問処分の性格と独占禁止法」（経済法学会編『独占禁止法講座Ⅶ』（商事法務、
1989 年）所収）333 頁などがある。
26）　これまで不問処分をめぐって訴訟が提起されたものとしては、原子力委員会事件
（最判昭 34・6・19 審決集 10 巻 113 頁）、新聞購読料一斉値上げ事件（東京高判昭
36・4・26 審決集 10 巻 140 頁）、第 1 次ヱビス企業組合事件（最判昭 47・11・16 民
集 26 巻 9 号 1573 頁）、第 2 次ヱビス企業組合事件（東京地判昭 46・5・10 審決集
17 巻 294 頁）、全金労組同意審決取消請求事件（最判昭 48・12・12 審決集 19 巻
231 頁）、セブンイレブン事件（東京高判昭 56・3・24 審決集 27 巻 264 頁）がある。
経済法の担い手としての消費者・中小企業14
　一方、消費者は、違反行為の被害者として、違反行為者に対して損害賠償請
求や差止請求などを通じて、法実現を図ることも考えられる。損害賠償に関し
ては、民法 709 条に基づく請求と、独占禁止法 25 条に基づく無過失損害賠償
請求の何れもが可能であり、石油カルテル事件においては、それぞれの法律構
成に基づく主張が行われている。しかし、何れも、消費者にとっては過大な立
証責任が求められており、最終的にはその主張が認められなかった 27）。同事件
以外では、消費者が違反行為者に対して損害賠償を請求した事件としては松下
電器再販事件があるものの、やはり過大な立証責任が大きな壁となり、敗訴し
ている 28）。これらの事件以降、入札談合に対する住民代位訴訟を除いて、消費
者により損害賠償請求訴訟が提起された事例はなく、新たな制度的手当なしに
は、消費者が損害賠償請求訴訟を通じて法実現を図ることは困難な状況にある。
また、2000 年の法改正により、独占禁止法違反行為の被害者による差止請求
制度が導入されたが、損害賠償請求の場合と同様に、消費者にとって違反行為
の存在やこれによる「著しい損害」が発生することの立証は容易ではない。事
業者による差止請求訴訟が多数提起されるようになっている一方で、消費者に
とって差止制度の活用を阻む壁は厚いものとなっている。
　以上のように、独占禁止法が競争政策を通じて消費者の利益確保を図る法律
であることを謳っていても、法実現を図るために用意されている行政、刑事、
民事の各手段のうち、消費者が行政措置の発動に対して何らかの形で関与して
27）　石油カルテル事件に関して、行政措置の確定を経て、25 条に基づき訴訟が提起
された東京灯油事件では、請求棄却（最判昭 62・7・2 民集 41 巻 5 号 785 頁）及び
実質敗訴の和解（東京高裁昭 56・7・2 和解）に終わり、民法 709 条による訴訟が
提起された鶴岡灯油事件では、第一審で敗訴した後の控訴審（仙台高秋田支判昭
60・3・26 審決集 31 巻 204 頁）で請求が認容されたものの、上告審（最判昭元・
12・8 民集 43 巻 11 号 1259 頁）では請求が棄却された。何れの判決も、損害の立証
について、消費者側に対して過大な立証責任を課している。
28）　松下電器再販損害賠償請求事件（東京高判昭 52・9・19 高民集 30 巻 3 号 247 頁）
は、事業者と直接の取引関係がない消費者の原告適格を認めたものの、損害の立証
がないとして、請求が棄却されている。
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いくことは実際にはほとんど不可能である。また、消費者は、独占禁止法違反
行為の被害者として、損害賠償請求や差止請求などの民事手段を活用すること
によって、法の担い手として一定の役割を果たしていくことも容易ではない。
後述するように、消費者団体訴訟などの新たな制度的手当が必要となっている。
4　独占禁止法の担い手としての中小企業
　独占禁止法は、「経済活動の基本法」であることから、企業規模の如何を問
わず遵守すべき基本的ルールである。そして、事業者は、独占禁止法の規制対
象であり、法を遵守することにより、法の担い手となることは上述のとおりで
ある。独占禁止法は、事業者の競争制限行為や競争阻害行為を禁止し、違反行
為に対しては行政・刑事・民事の各手段を通じて抑止機能を働かせようとして
いるが、事業者も自ら法を遵守することにより、法実現に貢献することができ
るのである。また、独占禁止法は、事業者にとって、「公正で自由な競争秩序
が維持された中で事業活動を展開し得る」という意味での利益を確保する法制
度でもある。この場合、事業者としては、自らが法を遵守するだけではなく、
他の事業者も法を遵守することがなければ、上記の意味での利益確保を図るこ
とができない。そこで、消費者と同様に、事業者にとっても、自らの利益を確
保するためには、独占禁止法が積極的かつ適切に運用されることが不可欠とな
る。なかでも、事業者が中小企業である場合には、独占禁止法の積極的かつ適
切な運用が自らの事業活動を行ううえで死活問題となる。すなわち、独占禁止
法が行っている規制の中には、中小企業が大企業と対等の立場で競争をするう
えで重要なものも少なくなく、大企業による私的独占や不当な取引制限などの
競争制限行為、不当廉売、差別対価、優越的地位の濫用などの競争阻害行為は、
中小企業の事業活動に多大な影響を与えることになるからである。したがって、
これまで独占禁止法の強化と積極的な法運用を求めてきたのは主として中小企
業であり、公正取引委員会も、1990 年代以降は、「中小事業者等に不当に不利
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益を与える不公正取引」に対する規制強化と迅速処理の体制を整えてきた 29）。
それでは、中小企業は、こうした独占禁止法の強化と積極的な法運用を求める
以外に、独占禁止法の担い手の 1 人として、どのような役割を果たしていくこ
とが可能であろうか。
　事業者が公正取引委員会に対して積極的な行政措置の発動を促す局面として
は、消費者の場合と同様に、45 条 1 項に基づく違反行為の申告が第 1 に挙げ
られる。中小企業は、競争事業者や取引先事業者の違反行為を積極的に申告し、
公正取引委員会の行政措置の発動を促し、一定の成果を上げてきた。事業者に
よる申告件数は、消費者によるものとは較べるべくもなく、極めて多数に上っ
ている。なかでも、競争事業者の不当廉売・差別対価規制違反や取引相手の優
越的地位の濫用規制違反についての申告件数は群を抜いて多く、公正取引委員
会は法運用の明確化を図るためのガイドラインの策定や迅速処理の体制を整え
てきた 30）。さらに、中小企業の場合は、中小企業政策を担当する中小企業庁を
通じても、公正取引委員会に対して積極的な対応を促すことが可能となってい
る。中小企業庁設置法では、「中小企業庁は、中小企業者が他の事業者の不当
な取引制限若しくは不公正な取引方法によりその事業を阻害されているかどう
か……を調査し、公正取引委員会に対しその事実を報告し、及び適当な措置を
求めることができる」ことが規定されている（4 条 7 項）。また、優越的地位
の濫用規制における下請取引に関する特例法である下請法についても、「中小
29）　公正取引委員会では、1995 年 3 月に策定された規制緩和推進計画において、規
制緩和の推進に併せて競争政策の積極的展開を図ることを明らかにし、その後毎年
改定された規制緩和推進計画の 1997 年 3 月における再改定以降、「規制緩和後の市
場の公正な競争秩序を確保するため、中小事業者等に不当な不利益を与える不公正
な取引に対して厳正・迅速に対処する」という表現を盛り込み、大企業による不当
廉売、差別対価、優越的地位の濫用などに対して積極的な運用を行うようになって
いる。
30）　こうした取り組み状況について、深津健二「中小企業政策と不当廉売規制」（法
学会雑誌 55 巻 2 号、2015 年）1 頁以下、同「差別対価規制」（法学会雑誌 56 巻 1 号、
2015 年）155 頁以下、同「中小企業と優越的地位の濫用規制」（法学会雑誌 56 巻 2
号、2016 年）1 頁以下において、若干の検討を行っているので、参照されたい。
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企業庁長官は、親事業者が第 4 条……に該当する事実があるかどうかを調査し、
その事実があると認めるときは、公正取引委員会に対し、この法律の規定に従
い適当な措置をとるべきことを求めることができる」ことが規定されており
（6 条）、中小企業からの申告を受けて、措置請求がなされている。下請法は中
小企業関係法としての性格も併せ持った法律であり、法運用において中小企業
が果たすべき役割については、中小企業関係法について論じる際に、詳述する
ことにしたい。
　次に、民事手段に関しては、中小企業が独占禁止法違反行為の被害者として
競争事業者や取引先事業者に対して行う民事上の主張には、様々なものが考え
られる。消費者の場合と同様に、中小企業は、違反行為者に対して損害賠償請
求や差止請求などを通じて、法実現を図ることも可能である。さらに、継続的
な取引関係にある取引先事業者が契約の解除や取引停止を行った場合には、取
引上の地位の確認及び商品の引渡請求を求めて、訴訟が提起されることも少な
くない。事業者による民事手段の活用は活発になっており、例えば独占禁止法
25 条に基づく訴訟件数そのものは決して多いとは言えないものの、民法 709
条に基づくものを含めて、損害賠償訴訟は数多く提起されている。そして、事
業者の提起する損害賠償請求訴訟は、消費者が行う場合と比較して損害額など
の立証上のハードルも低く、判決及び和解の双方で、請求が認容されたものも
少なくない 31）。また、差止請求制度に関しては、制度導入以来、事業者による
訴訟提起が積み重ねられてきたが、違反行為の存在や請求者の「著しい損害」
についての立証上の壁は大きく、請求認容の事例は極めて少ないという現状に
ある 32）。差止請求制度には改善すべき余地は大きく、今後見直しが必要となろ
31）　独占禁止法違反行為に対する損害賠償制度をめぐるこれまでの状況に関しては、
土田和博「民事救済・刑事処罰」（日本経済法学会年報 38 号、2017 年）を参照。
32）　これまでのところ、差止請求が認められたものに、ドライアイス仮処分事件と神
鉄タクシー事件がある。前者は、競争事業者による妨害行為に関して、独占禁止法
違反の該当性と差止請求者の「著しい損害」が認められ、差止請求が認容された最
初の事例（東京地決平 23・3・30LEX/DB 文献番号 25480106）となる。また、後者
は、競争事業者による妨害行為に対して、被害者である事業者が独占禁止 24 条に基
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う 33）。
5　小括
　「公取委中心主義」を採用している独占禁止法においては、近年の法改正に
よって民事手段活用の可能性は拡大しているものの、消費者や中小企業が法の
担い手としてその一翼を担う体制は整っていない。1990 年代以降、独占禁止
法の執行力強化のための取組みは着実に進められており、かかる取組みが開始
される以前とは隔世の感がある。しかし、独占禁止法の法実現を図るための手
段は行政手段を中心として構成されており、現在においても刑事手段や民事手
段は補助的なものにすぎない。従来の排除措置を中心とした行政措置での対応
では違反行為の抑止が充分でないことから、1977 年改正により課徴金制度が
導入され、1990 年代以降、課徴金額の引上げ、課徴金対象行為の拡大などに
より抑止効果を高めてきた。また、従来、石油カルテル事件を除くと、全く発
動されなかった刑事罰は、1990 年代以降、価格カルテルや入札談合などの国
民生活に重大な事案に対して告発が行われるようになったものの、極めて限定
的な活用に止まっている。したがって、消費者や中小企業にとっては、自らの
利益を確保するために、公正取引委員会に対して行政措置の発動を促す措置請
求制度が重要となるが、「措置請求権」を認めたものではないとする解釈をと
るならば、法実現を図るうえで重要な手掛かりが失われることとなる。ただし、
中小企業からの圧倒的な申告件数は、公正取引委員会に対して、「中小事業者
づく差止請求と民法 709 条に基づく損害賠償請求を求めたものである。第一審（神
戸地判平 26・1・14 審決集 60 巻⑵ 214 頁）では、独占禁止法違反の成立は認めた
ものの、「著しい損害」の立証がないとして差止請求は認めず、損害賠償請求のみを
認めた。これに対して、控訴審（大阪高判平 26・10・31 審決集 61 巻 260 頁）では、
「著しい損害」の成立を認めたうえで、差止請求を認容した。なお、上告審（最決平
27・9・25 審決集 62 巻 464 頁）では、控訴審の判断が支持され、確定している。
33）　差止請求制度の問題点については、谷原修身『独占禁止法と民事的救済制度』
（中央経済社、2003 年）131 頁以下を参照。
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等に不当に不利益を与える不公正取引」に対する規制強化と迅速処理の体制を
整備するよう迫ることとなった点は注目しておく必要がある。
　一方、刑事手段と同様に、従来、ほとんど活用されてこなかった民事手段は、
1990 年以降、損害賠償請求訴訟において、公正取引委員会が資料提供を行う
ことによりこれを支援する方針を打ち出したほか、差止請求制度を導入するな
ど、その活用が図られてきた。しかし、これらの民事手段が法実現において十
分機能しているとは言い難く、団体訴訟の導入を含めた抜本的な改革が必要で
あるといえよう 34）。
Ⅲ　消費者関係法の担い手
1　序説
　消費者関係法は、1960 年代における消費者問題の顕在化に伴い、次第に整
備されてきた法制度であり、かつては「消費者保護法」と呼ばれていたように、
「取引社会における弱者である消費者を保護する」ための法制度であった。
1968 年制定の消費者保護基本法は、「消費者の利益の擁護及び増進に関し、国、
地方公共団体及び事業者の果たすべき責務並びに消費者の果たすべき役割を明
らかにするとともにその施策の基本となる事項を定めることにより、消費者の
利益の擁護及び増進に関する対策の総合的推進を図り、もつて国民の消費生活
の安定及び向上を確保すること」を目的に掲げていた（1 条）。そして、国の
責務として、「経済社会の発展に即応して、消費者の保護に関する総合的な施
34）　独占禁止法上の損害賠償請求や差止請求における団体訴訟導入をめぐる議論に関
しては、杉浦市郎「独禁法違反に基づく損害賠償制度と集団的消費者被害救済制度」
（『競争法の理論と課題（根岸哲古稀記念論文集）』（有斐閣、2013 年）所収）447 頁
以下、林秀弥「独占禁止法における集団的消費者利益の保護」（千葉恵美子ほか編
『集団的消費者利益の実現と法の役割』（商事法務、2014 年）所収）97 頁以下、同
「競争法分野への集団的消費者被害救済制度導入に当たっての実体法的課題」（現代
消費者法 23 号、2014 年）39 頁以下などを参照。
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策を策定し、及びこれを実施する」こと（2 条）、また地方公共団体の責務と
して、「国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会的、経済的
状況に応じた消費者の保護に関する施策を策定し、及びこれを実施する」こと
（3 条）を規定していた。したがって、消費者保護政策とその裏づけとなる消
費者関係法は、消費者の利益を擁護するための事業者に対する行政規制がその
中心であった 35）。施策として掲げられた「危害の防止」（7 条）、「計量の適正化」
（8 条）、「規格の適正化」（9 条）、「表示の適正化」（10 条）「公正自由な競争の
確保」（11 条）などを具体化するために個別の法律が制定されてきたが、上述
した独占禁止法と同様に、何れもその法実現は行政措置の発動を中心とした法
制度であり、主たる法の担い手は行政機関であった。そこで、消費者の利益擁
護を図る法制度の担い手たるべき消費者は自らの意思が行政過程に十分反映さ
れるべきである 36）が、消費者が行政措置の発動に対して何らかの形で関与し得
るような仕組みは設けられなかった。
　しかし、1990 年代以降、規制改革が本格化したことに伴って「保護される
べき弱者としての取引主体」から「自立して行動し得る取引主体」へと消費者
の位置づけも転換され、消費者が自らのイニシアティブにより法実現を図る制
度が次々に導入されることとなった。製造物責任法（1994 年制定）や消費者
契約法（2000 年制定）などでは、消費者が損害賠償請求権や取消権などを行
使することにより、自ら被害救済を図る新たな民事ルールが整備されている。
このような動きに対応して、「消費者保護政策」や「消費者保護法」は、「保
護」を外して「消費者政策」や「消費者法」という呼び方に変わり、2004 年
には消費者保護基本法が改正されて消費者基本法に名称が変更されている。そ
して、消費者政策の基本理念が消費者の権利実現に置かれるとともに、消費者
が自ら権利の実現を図るべく、消費者の自立支援が施策の柱に掲げられるよう
になった。したがって、消費者関係法は、消費者が法の担い手としてその役割
35）　消費者保護の様々な手段については、竹内昭夫「消費者保護の方法」（『消費者法
講座 1 －総論』（日本評論社、1984 年）所収）47 頁以下を参照。
36）　今村成和『私的独占禁止法の研究⑷Ⅱ』（有斐閣、1976 年）324 頁。
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を果たすことによって法実現が図られる制度へと大きく転換されることになっ
たわけであるが、法実現を図るうえでは多くの課題も残されており、法の担い
手としての行政の役割には依然として大きいものがある。これ以外にも、法の
担い手としては、独占禁止法の場合と同様に、立法機関（国会）、司法機関
（裁判所）、法律実務家、消費者関係法の研究者、消費者関係法の運用に関して
利害関係を有する者（事業者）など、様々な主体が考えられるが、以下ではそ
の中心となる行政機関（特に消費者庁）と消費者及び消費者団体について取り
上げたい。
2　消費者関係法の担い手としての消費者庁等
　消費者関係法の主要な担い手である消費者行政機関の出発点となるのは、
1960 年代の消費者問題の顕在化に対応して国や地方公共団体に設けられた消
費者行政の専門的担当部局であった 37）。まず、地方公共団体においては、1961
年に東京都に「消費経済課」が設置されたのを皮切りに、名古屋市や北海道な
どの地方公共団体にも消費者行政担当部局の設置が広がっている。次いで、国
でも、1963 年に農林水産省が、また 1964 年には通商産業省がそれぞれ「消費
経済課」を設置したほか、1965 年には経済企画庁に政策調整を図るための「国
民生活局」が設置されている。そして、1968 年に制定された消費者保護基本
法において、消費者保護の施策の策定と実施が国及び地方公共団体の責務とさ
れたことから、他の国の行政機関や地方公共団体でも、消費者行政担当部局を
設置し、消費者行政に取り組むことになる。
　これらの消費者行政担当部局は、「消費者保護政策」を立案し、その裏づけ
となる消費者関係法制を整備し、法に基づく規制を行ってきた。ただし、行政
庁による規制は、一般には、消費者行政を担当する部局とは別に、規制対象と
37）　消費者行政の歴史的展開過程については、鈴木深雪「消費者行政と法」（『現代経
済法講座 5 －消費生活と法』（三省堂、1990 年）所収）259 頁以下を参照。
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なる事業分野ごとにこれを所管する部局が担当しており、「消費者保護」より
も「産業保護」に主眼を置いた規制が行われてきた。そして、このような「縦
割り行政」の弊害は消費者行政の体系にも色濃く表れており、消費者保護基本
法に掲げられている事業活動の規制（消費者安全の確保と消費者取引の適正
化）の施策についても、それぞれ所管する事業分野について、それぞれ個別の
規制制度が作られ、独自に運用されてきた。これらの規制制度は、もともと他
の行政目的から整備されてきたものも多く、消費者行政を担当する部局がこれ
らを「消費者保護」に資する部分があるからとしてリストに掲げることがあっ
たとしても、これによって新たな施策が展開されるわけではなかった 38）。規制
行政のうち、事業活動の適正化につながる部分、言い換えれば消費者行政とし
て効果がある部分を単に抜き出して、消費者行政のリストに付け加えたに過ぎ
ない消費者行政の体系では、消費者の権利実現を図るという消費者政策と法の
あるべき姿とは全く異なるものであった 39）。一方、消費者保護基本法は、事業
活動の規制に関する施策だけではなく、啓発・教育（12 条）、意見の反映（13
条）、試験・検査設備の整備（14 条）、苦情処理体制の整備（15 条）などの消
費者支援に関する施策も掲げていたが、消費者が自ら権利実現を図ることがで
きるような具体的内容を伴った施策とはならなかった。このような消費者行政
が大きく転換されるようになるのは、規制改革が本格化するようになってから
である。
　規制改革は、1980 年代から世界の大きな潮流となり、わが国でも制度の国
際的調和を図る観点から「規制緩和」や「自由化」と呼ばれる改革が始まった
が、それは主として消費者利益を擁護する社会的規制、とりわけ消費者安全規
制を緩和するものであった 40）。そして、原則＝競争、例外＝規制という市場経
済体制における本来の考え方に従った本格化な規制改革が開始されるのは、
38）　鈴木・前掲注（37）258 頁。
39）　正田彬『消費者の権利』（岩波新書、1972 年）151 － 152 頁。
40）　1980 年代における消費者安全規制の緩和とその問題点に関しては、深津・前掲
注（4）『競争法と規制改革』187 頁以下を参照。
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1990 年の日米合意に基づいて、独占禁止法の執行力強化が図られて以降のこ
とである。規制改革は、産業保護の経済的規制ばかりではなく、消費者保護の
社会的規制にまで及び、事業者だけではなく消費者にとっても、経済活動の自
由が保障される一方で、自己の責任において問題解決を図ることが原則とされ
た。したがって、対等取引当事者間の民事ルールによっては妥当な問題解決に
至らない事業者と消費者との取引について、取引上の地位の格差を前提とした
新たな民事ルールの導入が導入されることになる。そこでイメージされている
消費者像は、行政によって「保護されるべき弱者」としての消費者ではなく、
「自立して行動し得る主体」としての消費者である。「自立」する消費者を前提
とする法制度の導入に伴い、2004 年には消費者保護基本法が改正され、法律
名を消費者基本法に改めるとともに、消費者政策の基本理念が消費者の権利の
尊重と消費者の「自立」支援にあることを明示した 41）。
　しかし、消費者が、消費者契約をめぐる問題をはじめとして、自らのイニシ
アティブにより民事上の主張を行い、問題解決を図ることのできるような制度
が導入されたからといって、これによって消費者行政が全面的に後退してよい
わけではない。むしろ、新たな民事ルールの導入以降も、消費者行政が消費者
関係法において果たすべき役割は大きくなっているといえよう。とりわけ、消
費者安全規制の緩和は、国民の安全性に対する信頼を大きく損なうものであり、
また「縦割り行政」の弊害が顕著に表れた事件が続発したことを受けて、
2009 年に消費者行政の中心となる新たな行政組織として消費者庁が発足する
こととなった 42）。消費者庁は、消費者行政の「司令塔」となる行政機関であり、
41）　消費者政策の変遷過程については、深津健二「消費者法の展開と権利＝
法の実現」（法学会雑誌 51巻 2号、2011年）4頁以下を参照。
42）　2008 年 6 月に閣議決定された「消費者行政推進計画－消費者行政推進基本計画
消費者・生活者の視点に立つ行政への転換」では、新たな消費者行政組織を創設す
る理由について、次のように説明している（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/shouhi-
sha/kakugi/080627honbun.pdf）。
 「『消費者を主役とする政府の舵取り役』として、消費者行政を一元化する新組織の
創設は、消費者の不安と不信を招いた個々の事件への政府全体の対応力の向上を目
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各行政庁が縦割りで行っていた消費者行政を一元化し、これまで事業者優先で
あった行政を国民一人ひとりの目線に立ったものへの転換を図り、消費者が安
心して消費生活を営むことができる社会の実現を目指すものであるとされる。
　消費者関係法には多数の法令が含まれているが、消費者庁の発足により、そ
のうちの大部分が新組織に移管されることとなった。しかし、主要な法令につ
いて、従来所管していた行政庁と共管になっているものが少なくない。したが
って、「司令塔」である消費者庁が中心となって関係行政庁と緊密な連絡を取
りながら消費者行政を推進し、消費者関係法に基づく規制が的確に行われるこ
とにより、消費者の権利実現が図られる必要がある。そして、今日では、特定
商取引法をはじめとして、規制権限が地方公共団体に移管されている消費者関
係法も少なくないうえに、地方公共団体が制定した消費者関係条例も重要な役
割を演じている。消費者政策が転換され、消費者及び消費者団体が法実現にお
いて重要な役割を演ずることが大いに期待されるようになったものの、やはり
消費者庁、関係省庁及び地方公共団体が消費者関係法における第 1 の担い手で
あることには変わりがない。
3　消費者関係法の担い手としての消費者・消費者団体
　かつては、消費者が活用し得る民事ルールは少なく、自らのイニシアティブ
により消費者問題の解決を図ることは容易ではなく、「弱者として保護される
べき主体」である消費者にとっては、まず消費者センター等の消費者相談窓口
指すのみならず、明治以来の日本の政府機能の見直しを目指すものである。明治以
来、我が国は各府省庁縦割りの仕組みの下それぞれの領域で事業者の保護育成を通
して国民経済の発展を図ってきたが、この間『消費者の保護』はあくまでも産業振
興の間接的、派生的テーマとして、しかも縦割り的に行われてきた。しかし、こう
した古い行政モデルは見直しの対象となり、規制緩和など市場重視の施策が推進さ
れるようになった。その結果、今や『安全安心な市場』、『良質な市場』の実現こそ
が新たな公共的目標として位置付けられるべきものとなったのである。それは競争
の質を高め、消費者、事業者双方にとって長期的な利益をもたらす唯一の道である。」
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を訪れ、消費者行政を通じて自らの被害救済やさらには被害拡大の防止を図る
ことが主要な問題解決方法であった。例えば、消費者契約をめぐる紛争に関し
て、割賦販売法や訪問販売法において定められた撤回権を行使して、自ら問題
解決を図ることが可能であったものの、撤回権の適用対象や行使期間について
様々な制約があり、紛争の多くは既存の民事ルールによる主張に頼らざるをえ
なかった。したがって、対等取引当事者間の取引を前提とした民事ルールでは、
消費者と事業者との間の取引上の地位の格差から生じている紛争を適切に解決
するには至らず、格差を前提とした新たな民事ルールの必要性が早くから指摘
されてきた 43）。しかし、わが国では、新たな民事ルールの導入は容易に進まず、
1990 年代における規制改革の本格化を待たねばならなかった。規制改革にお
いては、消費者像が「保護されるべき弱者」から「自立して行動し得る主体」
に改められ、「自立した消費者」を前提とした消費者政策への転換が模索され
る中で、漸く 1994 年の製造物責任法の制定へと漕ぎ着けることとなる。そし
て、2000 年には、包括的な消費者契約に関する民事ルールを導入した消費者
契約法や金融商品取引に関する新たなルールを設定した金融商品販売法が制定
されたほか、訪問販売法を改正して名称を特定商取引法に改め、規制対象の拡
大が図られるなど、消費者関係法は新たな時代を迎えることとなった。消費者
契約法では、当初の構想からは大きく後退し、不十分な内容にとどまったもの
の、不当勧誘行為に対する消費者取消権や不当契約条項の無効が定められた。
また、消費者取消権は、2004 年の法改正により特定商取引法にも導入された
ほか、割賦販売法の 2008 年改正では、販売者だけではなく信用供与者に対し
ても主張し得ることとなり、民事ルールを活用し得る対象は次第に拡大しつつ
43）　わが国においても、製造物責任をめぐる紛争に関しては、既に 1970 年代から新
たな民事ルールを導入するよう提案がなされていた。例えば、著名な民事法研究者
によって組織された製造物責任研究会によって、アメリカの判例法で確立された厳
格責任法理に基づく立法試案が 1975 年に公表されている（私法学会で発表された立
法試案とこれをめぐって行われたシンポジウムについては、私法 38 号 71 頁以下を
参照）。
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ある。
　しかし、新たに導入された民事ルールを通じて、消費者が自らのイニシアテ
ィブで問題解決に当たることが可能になったとはいっても、消費者個人がこれ
を活用して、被害の救済や拡大予防を図るうえでは、多くの課題も残されてい
る。製造物責任法や金融商品販売法などに基づく損害賠償請求、さらには消費
者契約法や特定商取引法、割賦販売法などに基づく取消権などの主張を行う場
合、訴訟における消費者側の過大な立証責任の負担が大きな壁となっている 44）。
消費者行政や法律実務家などの支援を受けながら、「自立して行動し得る主体」
としての消費者が個人で自ら問題解決に当たる法制度を整備し、法の担い手と
してその役割を充分果たしていくことが期待されているものの、すべての消費
者にそれを求めていくことは現実的ではない。消費者が個人で問題解決に当た
れる民事上のルール整備をいっそう進めていく必要があることは当然であるが、
消費者個人の役割には限界があることも認識されなければならない。
　このような消費者関係法の担い手としての消費者個人の限界が明らかになる
に従い、新たな担い手として期待されているのが消費者団体である。消費者個
人による問題解決を困難にしている消費者被害の代表例として、「少額多数被
害」が挙げられることが多い。すなわち、1 人の消費者としては少額の被害で
あるが、被害を受けた多くの消費者が存在している場合、消費者個人による訴
訟を通じた解決のインセンティブが働かず、泣き寝入りをせざるを得ない。そ
の一方で、事業者は、不当な行為により多額の利益を獲得しても、法的追及を
受ける可能性は低く、不当な利益が吐き出されないことから、事業者の不当な
行為を抑制する手立てがないという状況に至る。そこで、「少額多数被害」の
問題に的確に対応すべく、新たな法の担い手として期待されることとなったの
が消費者団体である。消費者団体が主体となって問題解決に当たる制度として
導入されたものが消費者団体訴訟制度である。この制度は、まず 2006 年の消
44）　消費者個人が新しく導入された民事ルールを活用して問題解決に当たるうえでの
問題点については、深津・前掲注（41）19―25 頁を参照。
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費者契約法改正により導入され、法律で定められた要件を満たして「適格消費
者団体」の認定を受けた消費者団体 45）によって不当勧誘行為と不当契約条項に
対する差止請求が認められることとなった。さらに、2008 年の法改正により、
特定商取引法で禁止されている不当行為と景品表示法で禁止されている不当表
示に対しても、差止請求の対象が拡大されている。
　消費者団体の行う差止請求により、「少額多数被害」を生み出す不当な行為
の被害拡大の防止を図ることが可能になるとしても、事業者が不当な行為によ
り得た利益を吐き出させる制度がないとすると、不当行為の抑制にはつながら
ない。そこで、消費者被害の救済の実効性を確保するため、消費者団体が被害
者である消費者のために損害賠償を請求する制度として、2013 年に消費者裁
判手続特例法が制定されることとなった。同法の目的は、「消費者契約に関し
て相当多数の消費者に生じた財産的被害について、消費者と事業者との間の情
報の質及び量並びに交渉力の格差により消費者が自らその回復を図ることには
困難を伴う場合があることに鑑み、その財産的被害を集団的に回復するため、
特定適格消費者団体が被害回復裁判手続を追行することができることとするこ
とにより、消費者の利益の擁護」を図ることにある（1 条）。消費者被害を回
復することが困難な消費者のために、消費者団体が事業者に損害賠償義務があ
ることを確認するための訴訟（共通義務確認訴訟）を提起し、これが認められ
た場合、個々の被害者の債権を確定するための手続（対象債権確定手続）がと
られることになる。訴訟の追行主体は「特定適格消費者団体」であり、差止請
求を行える「適格消費者団体」の中から、さらに法律で定められた要件満たし
て認定を受けた消費者団体である 46）。この制度において請求の対象となるのは、
消費者契約に関して事業者が負う金銭の支払義務のうち、不当利得や損害賠償
45）　「適格消費者団体」として認定を受けた消費者団体は、2017 年 9 月末までで、
「消費者機構日本」などの 15 のＮＰＯと公益社団法人である「全国消費者相談員協
会」の計 16 団体である。
46）　「特定適格消費者団体」として認定を受けた消費者団体は、2017 年 9 月末までで、
「消費者機構日本」と「消費者支援機構関西」の 2 つのＮＰＯにとどまっている。
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の請求等に限定されており、拡大損害、逸失利益、人身損害、慰謝料などは対
象外とされている（3 条）。このように、対象となる請求はかなり限定された
ものになっているものの、初めて消費者団体による消費者被害の集団的回復を
図るための制度が整備されたことにより、事業者に対して不当な行為により得
た利益を吐き出させる可能性が高まり、不当な行為の抑制に繋がることが期待
されている。
4　小括
　消費者政策が従来の消費者保護を図る政策から消費者支援の政策に転換され、
消費者が自ら問題解決を図るための法制度が整備されつつあるとはいっても、
消費者関係法の第 1 の担い手は消費者庁をはじめとする関係省庁、地方公共団
体などの行政機関であることに変わりはない。しかし、消費者契約法、特定商
取引法、割賦販売法などの消費者契約関係の法制度においては、新たな民事ル
ールが導入され、消費者が自らのイニシアティブにより問題解決を図る仕組み
も次第に整備されつつある。ただし、消費者個人が、消費者行政による支援な
どを受けながら、これらの仕組みを活用しようとしても、訴訟における主張・
立証上の負担には過大なものがあり、現実には自らの力で問題解決を図るのは
容易ではない。このような課題に対応して、消費者団体による差止請求制度や
損害賠償請求制度も導入されるようになっており、消費者個人及び消費者団体
も消費者関係法の担い手として、従来と比較して格段に重要な役割を演ずるこ
とが求められるようになっている。
Ⅳ　中小企業関係法の担い手
1　序説
　中小企業関係法は、戦後、競争政策が経済政策の中心に位置づけられ、その
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競争政策と歩調を合わせて立案されてきた中小企業政策（中小企業の援助・支
援を内容とする政策）を展開するために形成されてきた法制度である。しかし、
その後、競争政策が後退し、競争制限的な産業保護政策が支配的になると、中
小企業政策も産業保護的な「中小企業近代化政策」に転換され、独占禁止法と
の関係をどのように捉えるべきかをめぐって議論を巻き起こした中小企業関係
法が多く立法化されることとなった。さらに、1990 年代以降の規制改革を受
けて、再度中小企業政策が転換され、中小企業関係法も独占禁止法と同じ方向
性を持つ法制度へと改編されている。
　このような中小企業政策を展開するための中小企業関係法の第 1 の担い手
は、経済産業省、特にその外局として設置されている中小企業庁であることに
疑いはない。2 度にわたって大きく変遷してきた中小企業政策の立案を担い、
経済的規制の枠組みを設定してきた行政機関であり、中小企業政策の中心にあ
るのが中小企業庁だからである。しかし、「中小企業近代化政策」に転換され
て以降、政策展開を図るうえで整備された法制度の中には、個々の政策の利害
関係者間における利害調整を図ることを主眼とし、具体的な利害調整が利害関
係者に委ねられたもの少なくない。また、中小企業関係法における利害関係者
としては、大企業の事業活動が制約される場合や消費者利益にも影響が及ぶ場
合には、大企業や消費者も利害関係者となる。しかし、中小企業関係法におけ
る利害関係者である中小企業、大企業、消費者などが、行政庁による措置をめ
ぐって司法審査に移行したり、利害関係者間での利害調整をめぐって訴訟に発
展したりすることは、独占禁止法や消費者関係法と比較すると格段に少ない。
これは、利害関係が鋭く対立する政策の遂行に当たって、利害関係者間の調整
に委ねるという手法を取り入れてきたことによるものであり、利害関係者も中
小企業関係法の重要な担い手として捉えるべきである。なかでも、中小企業の
援助・支援を内容とする中小企業関係法の利害関係者の中心となるのは中小企
業であり、中小企業庁と同様に、法の主要な担い手と捉えられよう。そこで、
以下では、中小企業関係法の主要な担い手である中小企業庁と中小企業が、法
制度上、それぞれどのように位置づけられているのかを見てみよう。
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2　中小企業関係法の担い手としての中小企業庁
　戦後、わが国の中小企業政策は、占領政策における「経済民主化」を出発点
とし、競争政策をベースに展開されることとなった。その基本的考え方は、中
小企業を競争市場における重要な競争単位と位置づけ、中小企業に対する公的
な援助を行うほか、中小企業の協同組合を競争法の適用除外としてその組織化
を支援するというものであり、アメリカの中小企業政策の理念に基づくもので
ある 47）。このような中小企業政策を担う行政機関として設置されたのが中小企
業庁である。1947 年に制定された中小企業庁設置法では、当時の商工省（そ
の後、通産省を経て現在の経産省）の外局として設置され、援助・支援を通じ
て中小企業の育成・発展を図るための施策に関する権限が規定されていた（3
条）。
　しかし、1960 年代には、競争政策の後退、独占禁止法の「弾力的運用」な
どの動きに対応して、中小企業政策も「中小企業近代化政策」に転換され、大
企業との格差を是正するための競争制限的な政策が展開されることになる。
1963 年に制定された中小企業基本法では、「中小企業の経済的社会的制約によ
る不利を是正すること」が政策目標に掲げられ（1 条）、この政策目標を達成
するために講ずべき 8 項目の具体的施策が定められた（3 条）。なかでも、「事
業活動の不利の補正」に向けた施策として掲げられた「過度の競争の防止」
（17 条）、「下請取引の適正化」（18 条）及び「事業活動の機会の適正な確保」
（19 条）に関する施策と法制度は、競争政策や独占禁止法との関係においてど
のように位置づけるかをめぐって、大きな議論を呼ぶこととなった。
　1990 年代に入ると、競争政策・独占禁止法、消費者政策・消費者関係法に
大きな変化が生じてきたことは上述したが、中小企業政策・中小企業関係法に
も同様の変化が現われている。競争を重視した規制改革が推進される過程で、
47）　深津健二「中小企業政策と競争法」（法学会雑誌 54 巻 2 号、2014 年）14―15 頁。
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競争制限的な政策や競争政策との関係において疑義を呼ぶような政策・法制度
は見直され、政策を転換し、制度の廃止や規制緩和等が進められた。そして、
1999 年には、中小企業基本法の改正が行われ、「競争原理の尊重」というかつ
ての立場に立ち帰り、中小企業が市場において競争し得る条件の整備を図るこ
とを基本理念に掲げ、公正な競争による市場メカニズムとその不備を補完する
ことにより、中小企業の成長発展を図るという方針が打ち出されている。
　このように、中小企業政策は 2 度にわたって大きな政策転換を経てきたが、
政策展開の裏づけとなる中小企業関係法にあっては、中小企業庁設置法と中小
企業基本法とが常にその中心に置かれてきた。まず、中小企業庁設置法である
が、その目的として、「健全な独立の中小企業が、国民経済を健全にし、及び
発達させ、経済力の集中を防止し、且つ、企業を営もうとする者に対し、公平
な事業活動の機会を確保するものであるのに鑑み、中小企業を育成し、及び発
展させ、且つ、その経営を向上させるに足る諸条件を確立すること」が掲げら
れている（1 条）。同法の各規定は、数次の改正を経て、制定当初のものとは
大きく異なっているが、1 条だけは制定当初のものが現在も維持されている。
そして、現行法では、上記目的を達成するために、中小企業庁の所掌する事務
として、①中小企業の育成及び発展を図るための基本となる方策の企画及び立
案、②中小企業の経営向上、新たな事業創出、経営の安定、円滑な資金供給、
③中小企業の取引の適正化、事業活動の機会確保、④中小企業の経営診断、助
言、研修、⑤中小企業の交流、連携、組織化、⑥中小企業の経営相談、行政へ
の苦情・意見の申出などを定めている（4 条 1 項）。さらに、「中小企業に関係
がある事項に関し、行政庁に対し報告又は資料の提出その他必要な協力を求め、
且つ、行政庁に対し意見を述べることができる」と規定し（同条 2 項）、政策
立案及び実施に関する権限とともに、中小企業と他の行政庁との間の「窓口」
としての役割を中小企業庁に与えている。
　次に、中小企業基本法は、中小企業の「不利の是正」を政策目標に掲げ、中
小企業の設備近代化、技術向上、経営管理の合理化などを図るための支援や中
小企業間の過度の競争防止、下請取引の適正化、事業機会の適正な確保などの
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規制を通じた事業活動の支援といった施策を講ずることとしていた。これらの
施策は、主として中小企業からの要請を受けて中小企業庁が実施するものであ
るが、特に中小企業の事業機会の適正な確保を図る施策は、利害関係者間で鋭
く利害が対立する場合、実際上の調整が利害関係者に委ねられる場合も少なく
なく、法の適正な運用の観点からは問題の多い法制度も含まれていた。
　規制改革に伴って改正された中小企業基本法では、競争政策と歩調を合わせ
た中小企業政策を展開すべく、中小企業の競争力強化・経営安定化と取引の適
正化による支援とを中心とした施策を講ずることとし、過度の競争防止や事業
機会の適正な確保に関する施策は削除されている 48）。これに対応して、かかる
施策を実施する法制度のうち、過度の競争防止を目的とする独占禁止法適用除
外立法は廃止され、事業機会の適正な確保を目的とする大規模小売店舗法は
「まちづくり三法」に改編されることとなった 49）。
　中小企業の競争力強化・経営安定化に関する中小企業関係法の多くは、他の
行政庁との連携が必要であることから多数の行政庁の共管となっているものも
少なくない 50）。そのような中小企業関係法においては、中小企業庁は、中小企
業政策立案の「司令塔」としての役割と各行政庁等との連携協力ための「窓
口」としての役割が与えられている。連携協力の対象となるのは、法律を共管
する他の行政庁ばかりではなく、中小企業関係機関、地方における中小企業政
策の担い手である都道府県や市町村、各地の商工会議所・商工会、その他の民
間団体などが含まれる。法実現はこれらの連携協力なしには困難であり、中小
48）　中小企業基本法と 1999 年改正法の基本理念の相違については、深津・前掲注
（47）10―13 頁を参照されたい。
49）　大規模小売店舗法から「まちづくり三法」への改編の経緯とその後の状況に関し
ては、深津健二「大型店規制と消費者の利益」（法学会雑誌 48 巻 2 号、2007 年）
119 頁以下を参照。
50）　例えば、中小企業基本法が財務省、厚労省、農水省、国交省、総務省との共管に
なっているほか、中小企業の競争力を強化・経営安定化に向けた支援に関する法制
度である中小企業等経営強化法や中小企業団体の組織に関する法律など、多くの法
律が他の行政庁との共管になっている。
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企業庁は最も重要な法の担い手として、「司令塔機能」と「窓口機能」を十分
果たしていくことが期待される。
3　中小企業関係法の担い手としての中小企業
　上述のように、改正された中小企業基本法では、中小企業の競争力強化・経
営安定化に向けた支援と取引の適正化を図ることによる支援とを中心とした施
策が講ぜられることになっている。そこで、中小企業には、①中小企業関係法
に基づく支援を受けて自らの競争力強化を図ること、②整備された公正な市場
環境の下で、「多様で活力ある独立した経済主体」として成長発展していくこ
とが期待されている。2010 年に閣議決定された中小企業憲章では、経済や人々
の生活を支え、これを牽引してきた中小企業は、「国家の財産ともいうべき存
在である」と位置づけたうえで、企業家精神に溢れ、素早い意思決定や行動力
により、個性豊かな得意分野を切り開く能力を有する中小企業が「変革の担い
手」となるよう全面的に支援していくという「政府としての決意宣言」がなさ
れた。したがって、今日の中小企業政策及びその政策展開を図る中小企業関係
法の担い手となるべき中小企業も、競争力強化・経営安定化に関する支援を受
けながら、市場において有力な競争単位として活発な競争を展開していくこと
が求められている。
　次に、もう 1 つの政策の柱である公正な市場環境の整備に関しては、独占禁
止法や下請法などの競争政策立法と「事業機会の適正な確保」に関連する法制
度との関係をどのように捉えるかという問題がある。かつての「中小企業近代
化政策」の下で形成されてきた小売商業調整特別措置法や大規模小売店舗法、
中小企業分野調整法などの中小企業関係法における中核的法制度は、中小企業
の「事業機会の適正な確保」を図るために、大企業の市場参入を抑制する制度
として機能してきた。本来は、公正な競争を実現するための制度として、独占
禁止法と整合性のある制度として運用されるべきものであったが、参入規制の
対象である大企業と規制による恩恵を受ける中小企業との間の利害が鋭く対立
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し、実際の利害調整を当事者に委ねる運用がなされてきた 51）。したがって、「事
業機会の適正な確保」は、競争政策とは相容れない法運用がなされ、競争制限
的な規制として機能することとなり、その後の中小企業の「事業機会の喪失」
という厳しい結果を招き、1990 年代における政策転換へと繋がって行った。
このような法制度の実質的な担い手となった中小企業は、長期の展望を見据え
ての対応を検討する余裕もなく、その場凌ぎの対応に終始してきた結果といえ
よう。大規模小売店舗法から「まちづくり三法」への改編により、規制目的が
中小流通業者の利益擁護を図るという経済的規制から大型店の立地に伴う社会
的問題に対応するための社会的規制に転換され、中小企業が利害関係者として
直接に利害調整に当たる仕組みではなくなった。それでは、中小企業は、整備
された公正な市場環境の下で、「多様で活力ある独立した経済主体」として成
長発展していくために、どのような役割を演ずべきであろうか。
　中小企業政策は、競争政策と整合性を持った政策への転換が図られているこ
とから、独占禁止法の担い手としての中小企業について述べた考え方が中小企
業関係法においても基本となる。しかし、ここでは、下請法の運用における中
小企業の果たすべき役割について、触れるにとどめたい。現行の中小企業基本
法 5 条は中小企業の施策の基本方針について定めているが、その 1 つに「中
小企業に関する取引の適正化を図ること」が掲げられている。そして、同法
22 条では「国は、中小企業に関する取引の適正化を図るため、下請代金の支
払遅延の防止、取引条件の明確化の促進その他の必要な施策を講ずるものとす
る」と定め、同法における「取引の適正化」とは具体的には「下請取引の適正
化」であるとされる。
　下請法は、独占禁止法の優越的地位の濫用規制における下請取引に関する特
別法と位置づけられている。同法の目的は、下請取引において、優越的地位に
51）　例えば、大規模小売店舗法に関しては、出店地域における利害関係者である中小
小売業者と消費者法の代表及び学識経験者の 3 者による法律上の調整システムとは
別に、中小小売業者代表と出店する大企業との間の事実上の事前調整が一般化して
いた。同法の運用上の問題点に関しては、深津・前掲注（4）119―120 頁を参照。
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ある親事業者の下請事業者に対する不当な行為の迅速な処理により、下請取引
の適正化を図り、下請事業者の利益の保護を図ることにある。そのため、競争
政策を担当する公正取引委員会と中小企業政策を担当する中小企業庁との共管
法令である下請法では、親事業者に対して一定の行為を禁止し（4 条）、違反
行為に対しては公正取引委員会が勧告を行い（7 条）、親事業者が勧告に従っ
た場合は独占禁止法を適用しないとされている（8 条）が、違反行為を摘発す
るための調査・立入検査の権限は公正取引委員会だけではなく、中小企業庁長
官にも認められている（9 条 1 項－ 2 項）。中小企業庁長官は、中小企業から
の申告や自らの調査・立入検査に基づき、違反事実があると認めるときは、公
正取引委員会に対して法律に基づく措置をとるよう求めることができる（6
条）。中小企業庁長官が、公正取引委員会に措置請求する事案は毎年度数件に
過ぎず、決して多いとはいえない。しかし、中小企業庁は、調査の結果、違反
事実が認められたものの、措置請求がなされなかった大多数の事案ついて、親
事業者に対する行政指導を通じて改善させている 52）。したがって、親事業者の
下請法違反の事実を公正取引委員会又は中小企業庁に申告し、下請取引の適正
化を求めることが可能であり、中小企業には法実現を図るうえでの重要な役割
が与えられている。もちろん、下請取引以外の独占禁止法違反行為についても、
中小企業庁設置法 4 条に基づき、中小企業者は中小企業庁に対して違反事実の
52）　中小企業庁は、毎年度公表している「下請代金支払遅延等防止法に基づく取締状
況等」において、法の運用状況を明らかにしている（http://www.chusho.meti.go.jp/
keiei/torihiki/daikin.htm）が、それによりに過去 7 年間のデータを整理したのが次の
表である。 （件数）
年度
事項
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
   書面調査 ･申告 249,639 250,167 269,864 264,735 240,688 203,388 300,913
うち申告 51 69 79 65 63 102 129
   指導文書発出 11,770 9,712 9,011 9,847 7,096 7,933 7,872
   立入検査等 1,224 1,319 1.158 1,090 1,115 1,053 1,006
   改善指導措置 1,139 1,190 1,035 990 999 955 900
   公取委への措置請求 4 4 1 1 1 0 0
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申出を行うことができること（5 項）、その際に中小企業庁は必要があると認
めるときは意見を附して事件を公正取引委員会に移行させることになっている
（6 項）。中小企業は、独占禁止法及びその特別法である下請法について、公正
取引委員会に対する直接の申告又は中小企業庁への申告を通じて、中小企業に
関する取引の適正化の実現に貢献すべき地位が与えられており、法の担い手と
して、重要な役割を演じていくことが期待されている。
4　小括
　今日の中小企業政策のうち、中小企業の競争力強化・経営安定化に向けた支
援に関する施策は、中小企業庁を「司令塔」や「窓口」として、関係行政庁や
地方公共団体、関係機関などとの連携協力を図りながら進めていくことが不可
欠となる。また、もう 1 つの政策の柱である取引の適正化を図ることにより中
小企業の事業活動を支援する施策は、中小企業庁が公正取引委員会との連携協
力により進めてきたが、独占禁止法及びその特別法である下請法の運用におい
ては、中小企業が果たすべき役割も重要となっている。
　中小企業はこれまで独占禁止法と下請法の運用強化を常に求めてきており、
公正取引委員会が「中小事業者等に不当に不利益を与える不公正取引」に対し
て積極的な取組みを行うようになっている。また、中小企業庁も「中小企業に
関する取引の適正化」へ向けた取組みを重視してきており、行政庁によるこの
ような積極的な取組みには、中小企業が違反事実の申告を積み重ね、法の適切
な運用を促してきた背景がある。
Ⅴ　結　　び
　本稿では、経済法の担い手としての消費者や事業者が、自らの利益確保を図
るために、独占禁止法、消費者関係法及び中小企業関係法において、どのよう
な役割を果たすことが可能なのかを検討してきた。「国家が国民の経済活動を
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積極的に規制する法制度全体」であるとされる経済法は行政庁による規制を通
じて法実現を図るという行政手段中心の法制度が少なくないが、法の担い手は
行政庁に限らず、法によって自らの利益確保が図られる利害関係者も重要な担
い手であり、特に本稿で取り上げた法制度においては、消費者や中小企業も重
要な担い手として位置づけられるべきことを論じてきた。しかし、消費者や中
小企業がその役割を果たしていくうえで、多くの課題が残されていることも事
実である。
　独占禁止法においては、「公取委中心主義」と呼ばれるように、法運用に係
る権限を公正取引委員会が独占しており、その母法とされるアメリカの反トラ
スト法とは異なって、法目的に掲げられる消費者の利益の確保のために、消費
者自らが法の担い手として関与し得る局面はほとんどないのがわが国の特徴で
ある。わずかに消費者が関与し得る可能性のある公正取引委員会への法的措置
の請求は、単に申告ができるにすぎず、たとえ不当な不問処分に対しても争う
ことはできないとされる。また、消費者による損害賠償請求や差止請求などの
民事上の主張も現行制度が機能する余地はなく、本来は独占禁止法の担い手た
るべき重要な利害関係者であるにもかかわらず、消費者参加制度は整備されて
いない。その一方で、独占禁止法において、「公正な競争が行われる中で事業
活動を展開し得る利益」を享受する中小企業は、公正取引委員会に対して競争
事業者や取引先事業者の違反事実の申告を集中させることを通じて、「中小事
業者等に不当に不利益を与える不公正取引」に対する規制強化と迅速処理の体
制を整えさせてきた。また、損害賠償請求や差止請求に加えて、契約上の地位
確認・商品引渡請求など民事上対抗し得る手段を尽くして、法の担い手たるべ
き地位にふさわしい役割を果たしつつある。
　これに対して、消費者関係法や中小企業関係法では、消費者及び中小企業は、
法の担い手として、それぞれ重要な役割を演ずることのできる制度への改編が
図られている。消費者関係法では、消費者が自らのイニシアティブで問題解決
に当たれる制度が次第に整備されつつあり、消費者個人による問題解決が困難
な領域では、消費者団体による訴訟制度も導入され始めた。未だ多くの課題は
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残されているものの、消費者があるいは消費者団体が、法の担い手として、法
実現における重要な役割を果たすことのできる制度へと大きな一歩を踏み出し
た。また、中小企業関係法においては、中小企業の競争力強化・経営安定化に
向けた様々な支援を行うとともに、公正な市場環境の整備に取り組んでおり、
中小企業は「多様で活力ある独立した経済主体」として成長発展していくこと
が期待されている。そして、公正な市場環境の整備に当たって、中小企業が法
の担い手として果たしてきた役割には極めて大きいものがある。
